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既に奥西 (2001), (2002), (2004) で報告してい















対策法施行規則第 1 条の 3 では, この改正法第10

























い｣ とした。また, 同12条は, 厚生労働大臣がこ
れに関し, ｢事業主が適切に対処するために必要
な指針を定め, これを公表するものとする｣ とし, 
この規定に基づき, 2001年 9 月, ｢労働者の募集及
び採用について年齢にかかわりなく均等な機会を
与えることについて事業主が適切に対処するため
の指針｣ (厚生労働省告示第295号) が定められた 
(2001年10月 1 日より施行)。2001年の雇用対策法
改正の意義, 効果, 問題点等については, 北浦 
(2003) が論じている。そのうち, 法改正の効果に
関しては, ①公共職業安定所における求人に関し





る。今回 (2007年) の法改正の効果については, 
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針｣ の中で, (a) 募集・採用時点において, 業務









だったが (大内 (2007) 第 8 話を参照), 上記指









てきたのは, おそらく ｢年功賃金｣ 論との関連で
年齢-賃金プロファイルに関するものであり, そ
の次は高齢者雇用問題との関連で定年制であろう。

























お , 回収した中に , 100人未満企業が 231社 
(28.4％), 1,000人以上企業が 5 社 (0.6％) 含ま
れていたが, これらも集計対象とした。 
(3) 中途採用における年齢制限の状況 
まず, 2000年 7 月における, 東京都内中堅企業
の中途採用募集時の年齢制限の状況は, 表 1 の通
りである。 ｢職種・職位など個々のケースによる｣ 
が41.5％と最も多いが, ｢明示的に年齢制限があ
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33.0 31.4 38.6 29.9 32.5 34.3 30.5 
暗黙裏にある (募集しても選考
の過程で除外するなど) 
7.0 6.3 5.8 9.5 5.6 8.4 5.6 
職種･職位など個々のケースによる 
 
41.5 43.5 40.8 38.4 43.3 40.2 41.8 
一般的には年齢制限はない 
 
13.5 13.5 10.8 16.6 13.9 12.6 15.3 
その他 
 
1.5 1.1 1.3 2.4 1.3 1.5 1.7 
わからない 
 
2.2 2.4 2.2 1.9 2.2 1.5 4.0 
無回答 
 
1.4 1.8 0.4 1.4 1.3 1.5 1.1 
資料出所：東京都立労働研究所 (2001)。 
注：｢計｣ 欄の ( ) 内はサンプル企業数。｢サービス業｣ には, その他業種, 不明を含む。 
 


















働者について募集及び採用を行う場合｣ に 5 割強
が集中している。一方,  4 番目の, 賃金に関する







つまり, 年齢制限の ｢理由｣ は, 選択肢の設定
や回答者の主観によってかなりバラツキが出る可













(1994), Baron and Kreps (1999) pp.357-361)。 
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18.1 21.8 15.8 14.0 21.3 16.4 18.1 
他社経験者だと自社のやり方に 
なじみにくい 
11.0 10.7 11.6 11.0 10.1 11.9 10.1 
中高年齢者は賃金水準が高い 
 
46.4 48.7 48.9 39.0 50.5 44.3 45.7 
在籍者との処遇バランスが 
とりにくい 
53.6 55.8 54.7 48.2 46.3 56.0 58.0 
中高年齢者は仕事上の指示・管理
が難しい 
18.7 16.9 23.2 17.1 23.4 17.9 14.5 
中高年齢者は体力面などで問題が
ある 
17.5 14.6 21.6 18.3 22.3 17.3 11.6 
中高年の転職者に適任者は少ない 
 
19.6 19.2 20.0 20.1 14.9 21.1 22.5 
他社も年齢制限をしているから 
 
1.2 1.6 0.5 1.2 2.1 1.2 0.0 
その他 
 
10.6 8.8 7.9 17.1 9.0 11.3 10.9 
よくわからない 
 
1.1 1.3 1.1 0.6 1.6 0.9 0.7 
無回答 
 
1.5 1.3 2.1 1.2 1.1 1.8 1.4 
資料出所：東京都立労働研究所 (2001)。 
注：｢計｣ 欄の ( ) 内はサンプル企業数。｢サービス業｣ には, その他業種, 不明を含む。回答対象企業は, 中途採用




このように, 企業が答える ｢年齢制限｣ の理由
に疑問があるとするなら, さまざまな説明変数を
用いて, 統計的に ｢年齢制限｣ の理由を浮かび上
がらせることはできないだろうか。こうしたねら
いから, 採用における年齢制限ダミーを被説明変
数とし, 企業属性, 労働者構成, 賃金プロファイ
ル特性を説明変数とするプロビット・モデルを推
計した。使用した変数の定義, 基本統計量は表 3 
の通り, 推計結果は表 4 の通りである。 















表 4 第 2 列に示す通りだが, やはりモデル全体の適
Hosei University Repository








表 3 年齢制限に関する分析で用いた変数一覧 






がある｣, ｢暗黙裏にある｣ のいずれかであれば 1 , 






い｣ または ｢在籍者との処遇バランスがとりにくい｣ 
の少なくとも一方をあげていれば 1 , それ以外の場





















































業種が卸売・小売業, 飲食店の場合 1 , それ以外の場



















































資料出所：東京都立労働研究所 ｢都内中堅企業における人事評価と中途採用に関する調査｣ (2000年 7 月実施) の個票デ
ータによる。 
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サンプル数 509 514 
尤度比 (2分布の自由度) 15.9 (11) 13.9 (11) 
2検定の p-値 0.146 0.239 
疑似 R2 0.023 0.021 
資料出所：東京都立労働研究所 ｢都内中堅企業における人事評価と中途採用に関する調査｣ (2000年 7 月実施) の個票デ
ータより推計。 















るだろうか。表 5 は, 企業全体の採用率 (従業員
数に対する過去 1 年間の採用者数の比率), 新規
学卒者の採用率, 30歳未満中途採用者の採用率, 
30歳以上中途採用者の採用率をそれぞれ被説明変
数とし, 企業属性, 労働者構成, 賃金プロファイ
ル特性に, 年齢制限ダミーを加えたものを説明変
数として, 線形回帰を行った推計結果を示している。 








































表 5 年齢制限の採用率への影響に関する推計結果 (OLS) 
説明変数 
被説明変数 



































































































































サンプル数 505 505 505 505 
R2 0.105 0.067 0.106 0.152 
自由度修正済 R2 0.083 0.044 0.084 0.131 
資料出所：東京都立労働研究所 ｢都内中堅企業における人事評価と中途採用に関する調査｣ (2000年 7 月実施) の個票データ
より推計。 
注：( ) 内は標準誤差。***印は p-値≦0.01, **印は0.01＜p-値≦0.05, *印は0.05＜p-値≦0.10を示す。 
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表 6 は, 採用率 (企業全体の従業員数が分母) 



























想定にかなっている (ただし, p-値は, それぞれ
21％, 25％で, いずれも統計的に有意ではない)。 
 

















































































































サンプル数 469 469 469 
R2 0.235 0.072 0.220 
自由度修正済 R2 0.214 0.048 0.200 
資料出所：東京都立労働研究所 ｢都内中堅企業における人事評価と中途採用に関する調査｣ (2000年 7 月実施) の個票デ
ータより推計。 
注：( ) 内は標準誤差。***印は p-値≦0.01, **印は0.01＜p-値≦0.05, *印は0.05＜p-値≦0.10を示す。 
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(6) 高齢者比率, 長期雇用の程度に影響する要因 






も紹介しておこう (表 7 )。 
 















































































サンプル数 509 509 
R2 0.216 0.270 
自由度修正済 R2 0.198 0.254 
資料出所：東京都立労働研究所 ｢都内中堅企業における人事評価と中途採用に関する調査｣ (2000年7月実施) の個票データ
より推計。 
注：( ) 内は標準誤差。***印は p-値≦0.01, **印は0.01＜p-値≦0.05, *印は0.05＜p-値≦0.10を示す。 
 
まず, 高齢者比率を高める要因は, 社齢, 労働
組合の存在であり, 低める要因は, 卸・小売業, 
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相当程度入職していることをうかがわせる。 
一方, 長期雇用指標を高める要因は, 製造業, 
卸・小売業 (つまり, サービス業は長期雇用にマ
イナスということ), 社齢, 労働組合の存在, 大







































り返しのつくもの｣ なのかどうか ― 即ち, 新卒
採用システムがどの程度柔軟なのかという問題に




験がない場合, フリーター経験の場合には, 約 1 
割の企業がマイナスに評価するとしている。 
 
表 8 応募者の卒業後の就業経験に対する評価 
(大学既卒者, 海外大学卒業者の採用選考を行った企業) 単位：％ 




















0.0 12.0 73.5 11.1 3.4 
資料出所：雇用情報センター ｢通年採用に関する企業調査｣ (2001年12月実施) の個票データによる。 




















査は, ｢通年採用に関する企業調査｣ として, 
2001年12月に郵送方式で実施された。サンプル・
フレームは, 帝国データバンクの企業概要リスト
による企業のうち, 東証, 大証, 名証一部上場の
全業種・全企業, および同二部上場の全業種の約
半数の企業, 計2,000社である。有効回収数は370





企業規模 (大きい), 社齢 (古い), 大卒者比率 
(高い), 長期雇用指標 (高い) が, 東京都立労働
研究所調査とかなり異なる点にも現れている (表 
3 と表 9 を比較)。 
(3) 学卒採用柔軟化の要因分析 
まず, 分析に用いる変数の定義, 基本統計量は
表 9 の通りである。これらのうち, 大卒採用柔軟
化の指標として用いるのは, ｢新卒者通年募集ダ
ミー｣ と ｢既卒者募集ダミー｣ の 2 つである。前
者は, 大学新卒者の募集にあたり, 特定の一時期 
(大半は卒業 1 年前の春) 以外にも募集を行った
企業が 1 をとるダミー変数であり, そうした企業
は全体の19.2％を占める。後者は, 大学卒業者の
募集を行った企業のうち, 既卒者の募集を行った
企業が 1 をとるダミー変数であり, そうした企業
は31.9％ある。ここで, ｢既卒者｣ と ｢中途採用
者｣ の区別は, 企業にとって不明確なケースもあ




い場合は, 卒業後 3 年程度, 年齢25歳程度までを
目安としてお答え下さい｣ と注記している。 







一方, 説明変数は, 企業属性に関するもの (業
種, 規模, 社齢, 売上高伸び率), 労働者構成に
関するもの (大卒者比率, 長期雇用の程度), 新
卒者採用方式に関するもの (職種別採用, 処遇格
差), 雇用戦略に関するもの (企業外訓練重視, 
専門職能重視, 成果主義強化) からなる。このう
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表 9 学卒採用柔軟化に関する分析で用いた変数一覧 
変数名 説 明 回答企業数 平均値 
(標準偏差) 
新卒者通年募集ダミー (昨年度) 大学新卒者を募集した企業のうち, その募
集時期が ｢年間の複数時期｣, ｢随意｣, ｢その他｣ の
企業は 1 , 一方, その募集時期が ｢特定の一時期の
み｣ の企業は 0 をとるダミー変数。 
343 0.192 
(0.395) 
既卒者募集ダミー (昨年度) 大学新卒者, 既卒者, 海外大学卒者の少な
くともいずれかを募集した企業のうち, 既卒者を募




既卒者比率増加ダミー 大卒採用者に占める既卒者の比率が, ここ数年 ｢増
えた｣ 企業は 1 , ｢あまり変わらない｣ または ｢減っ
た｣ 企業は 0 をとるダミー変数。 
296 0.145 
(0.353) 
中途採用者増加ダミー 最近 (ここ 3 年くらい), 中途採用者の採用人数が 
｢増えた｣ 企業は 1 , それ以外の選択肢 (｢あまり変




中途採用重視ダミー 最近 (ここ 3 年くらい) の, 新規学卒者と中途採用
者に関する採用方針として, ｢どちらも同程度重視｣ 
または ｢中途採用の方を重視｣ する企業は 1 , それ
以外の選択肢 (｢新卒者を非常に重視｣, ｢新卒者重視
































職種別採用ダミー 大卒者に関し, ｢全員について, 具体的な職種毎に採




新卒者処遇格差ダミー 採用当初, 新規大卒者の間に ｢処遇面で差をつける｣ 




員の自己啓発をより重視する｣ 企業は 1 , その他の
選択肢 (｢従来以上に企業内訓練を重視する｣, ｢従来
と同程度, 企業内訓練を重視する｣, ｢その他｣) の企













遇を行っており, 今後も一層強める｣ 企業は 1 , そ
の他の選択肢 (｢従来同様,『年功的』な処遇を重視す
る｣, ｢『成果主義的』な処遇をより重視する｣, ｢その
他｣) の企業は 0 をとるダミー変数。 
365 0.395 
(0.489) 
資料出所：雇用情報センター ｢通年採用に関する企業調査｣ (2001年12月実施) の個票データによる。 
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推計結果は, 表10に示す通りである。まず, 最








































































































































































































サンプル数 269 272 239 286 285 
尤度比(2分布の自由度) 11.2 (11 ) 14.2 (11) 32.4 (11 ) 62.1 (11 ) 42.1 (11 ) 
2検定の p-値 0.429 0.221 0.0007 0.0000 0.0000 
疑似 R2 0.043 0.042 0.172 0.162 0.132 
資料出所：雇用情報センター ｢通年採用に関する企業調査｣ (2001年12月実施) の個票データより推計。 
注：( ) 内は標準誤差。***印は p-値≦0.01, **印は0.01＜p-値≦0.05, *印は0.05＜p-値≦0.10を示す。 
 
そこで, 通年募集や既卒者募集を行っている企
業に, その理由を直接尋ねてみた (表11, 表12)。





































表11 ｢春｣ 以外にも大学新卒者の募集を行った企業の理由 
単位：％ 











31.8 41.7 30.6 
募集時期を広げることで, より優秀な人材を採
用したい 
44.4 41.7 44.9 
募集時期を広げることで, より多様な人材を採
用したい 
14.3 8.3 16.3 
インターネットの活用などで募集活動が容易に
なった 
6.4 8.3 6.1 
その他 
 
3.2 0.0 2.0 
資料出所：雇用情報センター ｢通年採用に関する企業調査｣ (2001年12月実施) の個票データより算出。 
注：｢設立30年未満企業｣ と ｢設立30年以上企業｣ の差は, いずれも統計的に有意ではない。最も差の大きい ｢『春』
のみでは採用予定数を充足できない｣ でも, 片側 t-検定の p-値は25.4％もある。 
 
表12 大学既卒者の募集を行った企業の理由と採用された既卒者の人数, 割合 



































資料出所：雇用情報センター ｢通年採用に関する企業調査｣ (2001年12月実施) の個票データより算出。 
注：* 大学既卒者の募集を行った企業 1 社あたりの, 大学既卒者の平均採用人数である。 




再び表10に戻り, 第 3 列から 5 列の推計結果に
注目しよう。既卒者比率増加ダミー, 中途採用者
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視に関してはマイナスである。後者は, 先の東京





















変数名 新卒者通年募集ダミー 既卒者募集ダミー 既卒者比率増加ダミー 中途採用者増加ダミー 
新卒者通年募集ダミー 1.000 - - - 
既卒者募集ダミー 0.198  *** 1.000 - - 
既卒者比率増加ダミー 0.105  * 0.159  *** 1.000 - 
中途採用者増加ダミー 0.127  ** 0.078 0.182  *** 1.000 
資料出所：雇用情報センター ｢通年採用に関する企業調査｣ (2001年12月実施) の個票データより算出。 
















強化するという企業は 4 割である (表14)。一方, 
企業外訓練を重視するという企業は 4 割に満たな
いのに対し, 今後とも企業内訓練を重視するとい












表14 ｢企業外訓練重視ダミー｣ と ｢成果主義強化ダミー｣ による企業分布 
単位：回答企業数, カッコ内は％ 







訓練を重視 148 (40.9) 87 (24.0) 235 (64.9) 
企業外
．
訓練を重視 71 (19.6) 56 (15.5) 127 (35.1) 
計 219 (60.5) 143 (39.5) 362 (100.0) 
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業は約 2 割, 既卒者募集を行っている企業は約 
3 割あるが, こうした新卒採用の柔軟化傾向に
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[注] 





意欲, 能力重視で企業力 Up!! 年齢にかかわりな










制限を設けた理由 (M.A.) として多いのは, ｢年齢
の高い人にふさわしいようなポスト (職位) ではな
いから｣ (37.3％), ｢社員の年齢構成のバランスを良
くしたいから｣ (30.8％), ｢若い人が多く, あまりに
年齢の高い人は溶け込みにくいから｣ (27.2％), ｢あ
まりに年齢の高い人は, 適応力に欠け, 使いにくい
から｣ (26.1％), ｢加齢により, その職務に不可欠な
能力が低下しているから｣ (25.5％) などであり, 処
遇関係の理由は上位に挙げられていない (三菱総合
研究所 (2002))。 
5) これは, 実際, 2004年に改正された高年齢者雇用
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